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ⅠⅠ  地地域域社社会会にに影影響響をを与与ええるる地地域域金金融融機機関関ののダダイイババーーシシテティィ  

  11  地地域域金金融融機機関関ののダダイイババーーシシテティィのの重重要要性性  

  日本でも多様性やダイバーシティの推進が言われて久しいが、たとえば、男女平等の実現度合いを

示す、世界経済フォーラムの 2025 年「ジェンダー・ギャップ指数」で、日本は 148 カ国中 118 位（前

年は 146 カ国中 118 位）で、主要 7 カ国中最下位となっている1。その要因は 4 分野の「健康」が 50

位（同 58 位）、「教育」が 66 位（同 72 位）であるのに対し、「経済」が 112 位（同 120 位）、「政治」が

125 位（同 113 位）であることによる。「経済」の構成項目である「女性管理職比率」は 127 位（同 130

位）で、「経済」以外の構成項目も含めたすべての項目で一番低い。また、同構成項目である「同一職

における同一賃金」は前年の 83 位から 93 位へと後退している。 

本稿は、「経済」のなかでも金融業界にフォーカスし、地域金融機関（地方銀行・信用金庫・信用組

合）のダイバーシティの状況と2、それがリレーションシップバンキング（リレバン）に及ぼす影響を、アメ

リカのそれらと比較しながら考察する。 

女性による起業やビジネスの推進がさまざまに謳われており、その実現や遂行には複数の要因が

絡んでくるが、資金調達や資金繰りは最重要課題の 1 つであろう。地方創生との文脈では、若年層と

りわけ女性の東京圏への転出が大きな問題であり、地方での女性による起業やビジネスの推進が大

切になっている。そこに資金を供給する地域金融機関のダイバーシティは、金融機関自身の組織にと

ってだけでなく、取引先や地域社会にまで影響を及ぼす大きなテーマである。 

リレバンとは、周知のように、財務諸表などのハード情報だけでなく、経営者の人柄・能力・経営判

断・業界での評価や地域での風評などのソフト情報を活用して、借手と貸手の間にある情報の非対称

性を低下させて貸出を実行するものである。リレバンでは、コントラクティング問題として、融資権限が

あるところに、ソフト情報がハード情報化することなく伝達されることが重要であり、多様化する社会に

おいて、ソフト情報の把握・評価が適切に行われることが改めて問われる。 

Ⅲで示すように、地域金融機関は職員数に占める女性比率が高い産業だが、役員数や管理職数

の比率は高くはない。また、職種における男女の比率にも偏りがあり、現場の職員とくに法人の営業

や融資等の担当者における男性偏重が、サービスの提供や取引の判断において、多様化する社会

の要請と齟齬をもたらしかねない。都市銀行などが取引先のダイバーシティの程度に応じて融資金利

 
1 Global Gender Gap Report 2025（https://jp.weforum.org/publications/global-gender-gap-report-2025/）. 
2 ダイバーシティのテーマや課題は多岐にわたるが、本稿ではジェンダー・ギャップに焦点を当てる。 
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を優遇する「ダイバーシティ推進融資」に取り組み始めているが3、地域金融機関はこうしたトランザク

ションバンキング（トラバン）的なものに留まるのでなく、これまで取組んできたリレバンをベースとしな

がら、一段異なった質の向上（進化）による取組みが求められるのではないだろうか。 

 

22  女女性性のの新新規規開開業業のの課課題題  

新規開業の課題の全体像は以下で取り上げるアンケート調査などに譲り、ここでは主に資金調達

や資金繰りについて言及する。資金調達等の課題は新規開業時だけに限定されるものではないが、

開業時のアンケート調査からその後に及ぶ課題もある程度理解できるため、以下では開業時につい

て取り上げる。また、対象となる金融機関は地域金融機関に限定されるものではない。 

 日本政策金融公庫総合研究所（2022）の『女性による新規開業の特徴 ～「2022 年度新規開業実

態調査（特別調査）」結果から～』4（融資を受けた企業が対象）によると、開業時に苦労したこと（3 つま

での複数回答）では（14 頁）、「資金繰り、資金調達」女性 53.2％・男性 53.8％、「顧客・販路の開拓」

同 43.2％・47.5％、「財務・税務・法務に関する知識の不足」同 32.6％・28.0％となっている。 

金融庁政策オープンラボ（2023）の『アンケート調査結果 「スタートアップ界隈におけるジェンダー

の多様性」に関するアンケート』5では、ジェンダーダイバーシティの状況についての主な意見（女性回

答者）として（12 頁）、最も多かった意見は、「VC を含む金融機関・評価者に男性が多く、女性特有の

ビジネスニーズや視点への理解不足やバイアスがある」というものである6。また、金融庁政策オープ

ンラボ（2022）の『スタートアップエコシステムのジェンダーダイバーシティ課題解決に向けた提案』7で

 
3 『日本経済新聞』（2025）「女性活躍、金融機関が後押し 賃金格差是正などで金利優遇」3 月 3 日参照。 
4 調査時点は 2022 年 9 月で、調査対象は日本政策金融公庫国民生活事業が 2021 年 4 月から同年 9 月にかけて

融資した企業のうち、融資時点で開業後 4 年以内の企業 7,915 社（不動産賃貸業を除く）。 調査票は郵送、回答は

郵送またはインターネット経由、アンケートは無記名。回収数は 1,684 社（回収率 21.3％）。経営形態は個人企業

61.2％で法人企業 38.8％（開業時）。回答者の 22.2％が女性で 77.8％が男性。 
5 実施期間は 2023 年 5 月 17 日から 6 月 19 日。実施手法は Google フォームにて回答を収集。配布先は、実施団

体から潜在的な対象者に対して直接リンクを送付するとともに、ソーシャルメディア等での回答依頼を展開。回答数は

287 で、内訳はスタートアップ（組織）22.3％、スタートアップ（個人）31.7％、VC 等の投資家 11.8%、LP 投資家

1.7%、監査法人・証券会社等 3.5%、アクセラレーター等の支援者 11.5%、イベント・補助金等の支援組織、2.1％、そ

の他個人 15.3％。なお、この調査の内容や意見は、金融庁の公式見解を示すものではない。 
6 このアンケート調査とは別に、柏野（2024）によると、日本のスタートアップエコシステムにおいてセクシャル・ハラスメ

ントが起きており、2024 年 6 月の調査で、女性起業家 105 名の 52.4％が過去 1 年間に 1 度以上の投資家やメンタ

ーなどからセクシャル・ハラスメントを受けている。 
7 2021 年 10 月から 2022 年 1 月の期間に、資金調達を実施したもしくは目指す女性起業家やキャピタリスト、起業等

の支援を行う人、計 19 名に様々な意見を聞いた。また 2022 年 3 月 24 日に、金融庁政策オープンラボと一般

社団法人 MASHING UP が共同で ｢起業家をとりまくジェンダー課題を考えるワークショップ ｣ を開催し、このテ

ーマに関心を持つ起業家、キャピタリスト、その他支援を行う人、計 53 名が参加し、課題解決には何が必要かの対

話を行った。同様に、この調査の内容や意見は、金融庁の公式見解を示すものではない。 
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は、ジェンダーダイバーシティ課題解決に向けての重要な 7 つの視点（17～32 頁）の 1 つ目の項目

として、「支援側のジェンダーバランス改善・バイアス解消」を掲げている。 

 

33  議議論論のの手手順順  

本稿は、前述のように、地域金融機関のダイバーシティの状況と、それがリレバンに及ぼす影響を、

アメリカのそれらと比較しながら考察するものである。先行研究との関連では、金融分野でもダイバー

シティと企業業績の関係を分析したものは多くあり、地域銀行（地方銀行・第二地方銀行）のダイバー

シティについては、取締役会のジェンダー多様性を取り上げた杉浦・中嶋（2023）などがある。一方

で、現場レベルの管理職や職種別のダイバーシティを考察したものは多くない。また、ダイバーシティ

分野による考察は、企業組織という観点が主で、金融の機能や役割などを踏まえたものではない。 

 本稿は、以下Ⅱで議論の前提として産業構造の変化と求められる人材像の変化を確認し、Ⅲでは

金融庁が地域銀行に行った「人的資本アンケート調査」や、信用金庫や信用組合もカバーする厚生

労働省の「女性の活躍推進企業データベース」などを用いて、地域金融機関のダイバーシティの状況

を明らかにする。参考にベンチャーキャピタル業界の調査も掲載する（Ⅳも同様）。Ⅳでは、アメリカの

地域金融機関のダイバーシティを考察するなかで、日本とは異なる社会・金融システムにおいて、アメ

リカ独特の仕組みである Women-Owned Bank（女性が経営や現場で中心的な役割を果たす銀行

の仕組み）を取り上げる。そして最後にⅤではクラウドファンディング普及の意味も踏まえ、多様化す

る社会へ適合したリレバンの必要性を述べる。 

 

 

ⅡⅡ  産産業業構構造造のの変変化化とと求求めめらられれるる人人材材像像のの変変化化  

  11  工工業業化化社社会会かかららポポスストト工工業業化化社社会会へへ88  

わが国の工業化社会では、欧米の先例・モデルを参考にしながら、キャッチアップ型経済で少品種

大量生産を行ってきた（図表 1）。目標は明確であるから、安全性を確保しながら効率的な生産が重

要になり、その実現には大規模で共同体型の組織（企業）と、同質的な人材が適していた。欧米がポ

スト工業化社会に移行し、新興国が十分に工業化されていない段階では、わが国は工業化社会を一

時的に謳歌できたが、やがて新興国の追い上げにあい、ポスト工業化社会への移行を余儀なくされ

た。 

 
8 内田（2017）に依拠している。 
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ところが、ポスト工業化社会に移行していく過程で、工業化社会を引きずった組織や人事などが温

存されてきた。目標は自ら設定し多品種少量生産を行うことが求められ、その実現には人重視の組織

と多様な人材が必要となる。工業化社会で犠牲となった多様性や個性が一転、ポスト工業化社会で

は重要なコンセプトになった。ところが、現実には同質的な人材を抱えた大規模で共同体型の組織が

温存され、競争力を失っていった9。バブル経済崩壊後の「失われた 30 年」の本質はここにある。AI

や IoT などのテクノロジーが世界的に急速に普及していくにもかかわらず、わが国の旧態依然とした

組織などでは、これを活用してどのような社会を構築するのかといった発想が生まれてこない。 

 

22  エエココシシスステテムムのの進進展展  

エコシステムは論者によって定義が異なることがあり、筆者は「人々の価値観の変化やテクノロジー

の進歩をともない、多種多様な人間が、既存の国家、地域社会や組織を超え、オフライン（対面）・オ

ンラインを通じて、協働・協創することができるシステム」と捉え、「分散自律型システム」と意訳してい

る。こうしたエコシステムにおいては、かつて物理的空間に収まっていた、価値観の共有や行動の範

囲は格段に広がり多様化し、さまざまな可能性が拡大していく。これまでわが国では、組織（企業）が

人に適応するのではなく、人が組織に適応することが求められてきた（小野（2017））。そして生活や

地域社会での活動は、かつては少なからず企業（職場）とのかかわりのなかで規定されていた。換言

すれば、企業を通して地域社会の多くを理解できたが、エコシステムは異なる。企業を媒介とした垂

直型のシステムから、水平型のシステムへの転換である（図表 2）。クローズドな社会・組織・仕組みで

 
9 太田（2017）なども参照。 
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実現した効率性や安全性を、オープンな環境で実現しながら、協働・協創の世界が広がろうとしてい

る。 

 

一方で、現実の社会では、テクノロジーは進展するものの、人々の価値観はなかなか変化しきれな

い、あるいは変えたくないという状況が続いてきた。しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大と対

策が、社会の価値観を変化させ、テクノロジーを活用し価値創造を行える組織などに変容する兆しが

みえてきた。同時に、エコシステムのオンライン領域では、分散自律型の Web3 が広がろうとしている

10。 

  

  

ⅢⅢ  日日本本のの地地域域金金融融機機関関ののダダイイババーーシシテティィ  

11  情情報報のの開開示示  

女性活躍推進法が 2015 年に成立してから 10 年になるが（2016 年施行）、女性管理職はなお少

ない。2022 年 7 月には、「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」に関する項目 から

1 項目以上（この中に「管理職に占める女性労働者の割合（女性管理職比率）が含まれる）、「職業生

活と家庭生活との両立」に関する項目から 1 項目以上の開示に加えて、「男女の賃金の差異（男女間

賃金格差）」の開示が、常時雇用労働者 301 人以上の企業に義務付けられた。2025 年にはこの対

 
10 内田（2023）などを参照。 

図図表表22 エエココシシスステテムムののイイメメーージジ

（（注注）） 小小ささいい丸丸はは個個人人をを、、そそのの丸丸をを囲囲むむ枠枠ははささままざざままなな組組織織をを表表すす。。
((出出所所)) 株株式式会会社社エエンンパパブブリリッッククのの資資料料ななどどをを参参考考にに作作成成。。

従従来来型型のの企企業業・・地地域域社社会会

企企業業ととののかかかかわわりりがが多多くくをを規規定定
すするる垂垂直直型型ののシシスステテムム

エエココシシスステテムム

相相互互依依存存的的なな水水平平型型ののシシスステテムム

地地 域域 社社 会会 地地 域域 社社 会会

企企 業業
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象を従業員 101 人以上の企業に拡大する法律が成立し、翌年から施行される。2023 年 3 月期から

は上場企業に有価証券報告書に女性管理職比率、男女間賃金格差、男性育児休業取得率を掲載

することが義務付けられている。 

2023 年 6 月には「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」が公表

され、プライム市場上場企業を対象として、2030 年までに、女性役員比率 30％以上を目指すとされ

ている。金融機関の女性管理職比率をみると、2024 年 3 月期の有価証券報告書をもとにした集計で

は、都市銀行・29.3％、信託銀行・15.7％、地方銀行・15.8％、第二地方銀行・15.3％となっている11。

後述する厚生労働省の「女性の活躍推進企業データベース」等を基にした集計によると、預金量上位

10 の信用金庫では 7.9％となっている12。 

また、2025 年 3 月期の有価証券報告書をもとにした集計で、銀行業界の男女間賃金格差は 103

行・グループの平均が 53.5％で、業態別では都市銀行 5 行は 51.3％、地方銀行 59 行は 50.7％、

第二地方銀行 34 行は 57.5％であり13、全産業の 75.8％より格差がある14。 

  

22  金金融融庁庁にによよるる「「人人的的資資本本アアンンケケーートト調調査査」」  

金融庁では、2022 年 12 月から 2023 年 2 月にかけて、地域銀行 100 行（地方銀行 62 行、第

二地方銀行 37 行、埼玉りそな銀行）を対象に、地域銀行又はその銀行持株会社で採用・人事管理

されている正職員及び役員に関して、人員構成、採用状況、人材育成の取組み、職場環境、ダイバ

ーシティ等についてのアンケート調査（以下「人的資本アンケート調査」という）を実施し、横断的な基

礎情報の収集・分析を行っている（以下の記述等は、アンケート調査を考察した金融庁（2023）『金融

仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート』に依拠している）。 

この調査によれば、地域銀行全体の新卒採用者数は、これまで女性の方が多かったが近年は同

程度になっている。人員構成は、男性職員 59.0％、女性職員 41.0％である。20 歳代と 30 歳代の

職員は男性・女性ほぼ同数となっているものの、40 歳代以上では相対的に男性職員の割合が高く、

職員の約 5 人に１人は 50 歳代の男性となっている。マネージャー（課長相当職以上の管理的な立

場にある職員）に占める女性職員の割合が 10％未満である地域銀行は 37 行、10％以上 20％未満

 
11 『ニッキン』（2024）「銀行界、女性管理職比率 16.3% 定義厳格化で足踏み」7 月 11 日。 
12 『ニッキン』（2024）「預金上位 10 信金女性管理職率、平均 1 桁台で足踏み 昇進滞留の解決急務」8 月

12 日。 
13 『ニッキン』（2025）「銀行界、男女賃金差 依然大きく 主要産業の平均下回る 53％」7 月 22 日。 
14 『賃金構造基本統計調査（厚生労働省）』2024 年。 
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である地域銀行は 43 行、20％以上である地域銀行は 20 行となっており、地域銀行 100 行の平均

は 13.7％となっている15。 

配属先をみると、営業店における男女の比率はおおむね同程度となっている一方で、本部は男性

が 69.9％に対し、女性は 30.1％と差がみられる。営業店では、男性の 24.2％がマネジメント（営業店

における支店長・副支店長・次長）を担う職員だが、女性でマネジメントを担う職員は 3.1％に留まる。

また、マネジメント層以外では、男性職員の 52.1％が法人営業を担当している一方、女性職員は個

人営業や窓口・庶務等を担当する職員が 84.8％を占めている（図表 3）。 

 

2023 事務年度の地域銀行との対話では（金融庁（2024）『金融仲介機能の発揮に向けたプログレス

レポート』に依拠している）、女性行員は個人営業に配置される傾向があり、融資業務の経験が得られ

にくいにもかかわらず、融資経験の有無がキャリア形成において重要視されるなどキャリアパス上の

制約となっている。そして、そのことが女性の管理職不足や女性行員のモチベーションの低下などの

新たな課題につながっているという状況がみられるとする（図表 4）。 

これに対し、新規採用時に男女関係なく人員配置を行う事例や、現時点で融資経験が乏しい女性

 
15 マネージャーに含める職員の範囲・基準には各地域銀行で差異があり、「人的資本アンケート調査」の回答

内容をもとにおおよその分類を行うと、課長・上席調査役以上をマネージャーと考えられる地域銀行では女

性マネージャー割合は 8.1％、課長代理・調査役クラス以下をマネージャーに含めていると考えられる地域銀

行では 19.3％とされる。 
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行員も融資業務に不安なく携われるよう勉強会を開催する事例のほか、キャリアパスの複線化を進め

ている事例などがある。 

 

33  「「女女性性のの活活躍躍推推進進企企業業デデーータタベベーースス（（厚厚生生労労働働省省））1166」」かかららのの調調査査  

「女性の活躍推進企業データベース」（2016 年 2 月開設）では、女性活躍推進法に基づき、企業

が女性の活躍状況に関する情報・行動計画を公表している。「企業情報の検索」では、「業種別・規模

別・都道府県別・企業認定など・データ項目・社内制度」による検索ができる。「データ項目」では「男

女の賃金の差異」、「働きがいに関するデータ17（「労働者に占める女性労働者の割合」「係長級にある

者に占める女性労働者の割合」「管理職に占める女性労働者の割合」「役員に占める女性の割合」な

ど）」および、「働きやすさに関するデータ18（「男女の平均勤続年数の差異」など）」の項目がある（デ

ータ等を公開している企業が必ずしもすべてのデータを掲載しているわけではない）。 

全体の企業数は 56,763 件あり、「管理職に占める女性労働者の割合19」、および「男女の賃金の

差異」の両方が掲載されている企業は 11,504 件（20.3％）ある（2025 年 5 月 26 日に検索。以下同

様）。企業名に「銀行」を指定して検索すると 125 件あり、同様に両方掲載は 114 件ある（91.2％）。

企業名に「信用金庫」を指定すると 146 件あり、両方掲載は 66 件ある（45.2％）。「管理職に占める女

性労働者の割合」だけを指定すると 93 件（63.7％）が該当し、「男女の賃金の差異」だけを指定すると

 
16 https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/ 
17 女性活躍推進法の「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」に該当する。 
18 同様に「職業生活と家庭生活との両立」に該当する。 
19 管理職とは「課長級」と「課長級より上位の役職（役員を除く）」にある労働者の合計をいう。 
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87 件（60.0％）該当した。企業名に「信用組合」を指定すると 28 件あり、同様に両方掲載は 10 件あ

る（35.7％）。「管理職に占める女性労働者の割合」だけを指定すると 12 件（43.0％）が該当し、「男女

の賃金の差異」だけを指定すると 12 件（43.0％）該当した。 

信用金庫について、「管理職に占める女性労働者の割合」に該当した 93 件を個別に取り上げてみ

た（すべてのデータ項目が開示されているわけではなく、以下は大まかな傾向であることを断ってお

く）。「労働者に占める女性労働者の割合」は多くが 40％台に分布しているが、「採用した労働者に占

める女性労働者の割合」より低い傾向にある。93 件のうちデータ集計時点が 2024 年である 78 件に

ついて、「管理職に占める女性労働者の割合」を単純平均すると 10.0％であり、信用金庫の規模とこ

の割合に相関はみられない。職種別の男女比などは分からないため、「女性渉外担当の活躍動向」

を調べた信金中央金庫 地域・中小企業研究所の資料（刀禰（2024））を参考にすると、①預かり資産

の推進などに業務を限定した特化型と、②性別に関係なく全般的な業務に携わるオールラウンド型

に分かれ、近年は②を前提に配置する信用金庫が増えているという。一方で、件数は限られるが、研

修受講金庫の取組事例には、法人担当の女性は少ないというコメントが見受けられる。 

信用金庫の 93 件のうち「男女の賃金の差異」について開示しているもの 67 件（基本的に労働者

数 301 人以上の企業）を個別にみると、数字（と「注釈」）だけが掲載されているものと、「説明」まで掲

載しているものにわかれる。後者をみると、同じキャリアコース、等級・号俸内では男女の評価に差は

なく同一賃金を実現しているが、女性の管理職が少ないことが格差となっているというものが多く見受

けられた。地方銀行についても同様の傾向がみられる。 

  

  補補論論：：日日本本ベベンンチチャャーーキキャャピピタタルル協協会会（（JJVVCCAA））にによよるる調調査査2200  

JVCA は、2024 年 4 月時点で登録のあった会員に向けて、2024 年 4 月～5 月の 1 次調査

（会員へのアンケート調査）、同年 8 月～9 月の 2 次調査（個人へのフォーカスインタビュー

調査）の 2 段階に分けて調査を実施している。 

1 次調査の結果を取り上げると以下のようになっている。なお、対象会員数は 286 社で回

答数は 110 社（回答率 38％）であり、括弧内は 2022 年 3 月～4 月に行った前回調査結果で

ある。 

 
20 https://jvca.jp/news/43142.html 
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ⅣⅣ  アアメメリリカカのの地地域域金金融融機機関関ののダダイイババーーシシテティィ  

11  ジジェェンンダダーーおおよよびび人人種種  

アメリカの地域金融機関のダイバーシティを取り上げるが、先に「ジェンダー・ギャップ指数」を確認

すると 148 カ国中 43 位（前年は 146 カ国中 43 位）で、分野別には「教育」が 1 位（同 1 位）、「経

済」が 23 位（同 22 位）、「政治」が 55 位（同 63 位）、「健康」が 58 位（同 77 位）である。「健康」以外

は日本より順位が上だが、ジェンダー・ギャップは今なお指摘されており（たとえば McKinsey & 

Company (2024)や中（2024））、ジェンダー・ギャップ指数の「経済」は前年より後退し、その構成項

目である「女性管理職比率」は前年の 29 位から 32 位に後退している（「同一職種における同一賃

金」は 37 位で変わらず）。金融もギャップが大きい業界の１つといわれ、女性所有の企業が資金調達

で不利な状況にあるとされる（Goorha (2019) など）。 

後述するように、アメリカではダイバーシティや DEI（多様性・公平性・包摂性）を論じる際に、男女

ばかりでなく、人種も取り上げられる。一方で、第一次トランプ政権や第二次トランプ政権によって反

DEI が広がっている。たとえば、保守系活動家からの圧力や、2023 年に最高裁判所が大学入試な

どで人種的少数派を優遇する「アファーマティブアクション」を違憲とする判断を下したことなどから、

DEI の目標を取り下げる企業がみられる21。 

銀行関連では、たとえばシリコンバレー銀行（SVB）の破たん（2023 年 3 月）について22、その原因

の 1 つにダイバーシティへの取組み23を挙げる論調がみられる一方24、ダイバーシティの不足が原因

 
21  『日本経済新聞』（2025）「多様性の看板下ろす米企業 理解・検証不足、保守派の不買運動も」1 月 20 日などを

参照。 
22 SVB の破たん原因などについては内田（2024）などを参照。 
23 SVB の資料によれば、2021 年末の行員の 54％が男性・46％が女性、経営幹部は同 64％・36％、取締役は同

55％・45％で、人種の白人の割合は、順に 52％、64％、91％である。 
24 たとえば Kessler (2023)など。 

・各社の社員における女性の割合は 33％（26％）、外国人の割合は 5％（6％）。 

・社員のうちキャピタリストにおける女性の割合は 15％（16％）、外国人の割合は 6％（9％）。 

・マネジメント層や投資意思決定層における女性の割合はそれぞれ 9％（9％）および 6％（9％）、そ

れぞれの層における外国人の割合は 6％（7％）および 5％（7％）。 
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の 1 つだとするものもある25。前述の DEI の目標を取り下げる動きは、大手銀行にも広がっている26。 

これら DEI および反 DEI の動きは、以下の考察にあっても注意を払う必要がある。 

 

22  銀銀行行ののダダイイババーーシシテティィ  

銀行について、すべての銀行や地方銀行を網羅したものは見当たらないが、McKinsey & 

Company (2021)27では、業界別に入社時の男女比率と管理職等の男女比率を提示し、銀行業と消

費者金融業は図表 5 のようになっている。入社時の男女比率はほぼ同等だが、役職が上がるにした

がって、女性の比率は低下している。 

 

Ellingrud, et.al. (2021)は、上記の資料を基に Women in the Workplace 2021 に参加した 71

の金融機関の従業員について、Asset management, Banking and Consumer Finance, 

Insurance, Payment の区分で、男女比だけでなく、男女それぞれにおける人種別の割合も提示し

ており、銀行業と個人金融業ついて、上位職に行くほど男性・白人の割合が高くなっている。 

    

 
25 たとえば Krawcheck (2023)など。 
26 Wall Street Journal (2025)“Big Banks Are Scrubbing Their Public Mentions of DEI Efforts,” February 
17. 

27 LeanIn. Org（https://leanin.org/）との共同調査。 
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33  WWoommeenn--OOwwnneedd  BBaannkk  

数は多くないが Women-Owned Bank というユニークなものも存在する。これは Minority-

Owned Bank の派生形と捉えられるため、先に Minority-Owned Bank について述べる。これは

法的な区分ではないが、①少数派の人種であるマイノリティが発行済株式の 50％超を所有する、②
取締役の大半がマイノリティと主としてマイノリティに資する団体によって構成される、のいずれかもし

銀銀行行名名 所所在在地地 設設立立年年
資資産産額額

（（千千ドドルル））

RROOAA
（（％％））

利利ざざやや
（（％％））

不不良良債債権権
比比率率
（（％％））

ココアア自自己己
資資本本比比率率

（（％％））

Agility Bank, NA Houston, TX 2022 103,622 -6.21 5.47 0.11 31.16

BancCentral, NA Alva, OK 1913 267,601 -1.09 2.78 11.78 9.28

Beacon Business Bank, NA San Francisco, CA 1984 177,003 -0.01 2.84 0.00 11.01

Classic Bank, NA Cameron, TX 1889 706,310 1.23 3.05 0.00 9.57

Commercial NB of Texarkana Texarkana, TX 1964 312,733 1.41 4.01 0.01 9.34

First NB Alaska Anchorage, AK 1922 4,997,767 1.26 3.24 0.17 10.54

First NB and Trust Company of
Weatherford Weatherford, TX 1880 1,024,257 0.63 4.56 4.95 9.80

First NB in Fredonia Fredonia, KS 1871 98,610 1.15 3.31 0.62 16.38

First NB in Tigerton Tigerton, WI 1934 27,796 1.46 4.41 0.00 13.65

First NB of Gordon Gordon, NE 1889 333,644 3.03 4.52 0.98 12.33

First NB of Izard County Calico Rock, AR 1914 216,345 1.49 4.64 3.19 30.65

First NB of Manning Manning, IA 1886 82,002 0.28 1.84 0.00 15.28

Millbury NB Millbury, MA 1933 132,899 0.38 4.05 0.02 9.29

NB of Malvern Malvern, PA 1884 204,691 1.22 3.93 0.23 15.53

Santa Anna NB Santa Anna, TX 1933 75,570 1.55 4.48 0.51 8.92

Southeast First NB Summerville, GA 1968 60,798 0.53 2.98 0.15 12.60

Stearns Bank, NA St. Cloud, MN 1912 3,135,139 1.56 5.94 2.20 17.23

Texas NB of Jacksonville Jacksonville, TX 1985 851,438 0.85 3.31 0.65 10.31

The First NB in Falfurrias Falfurrias, TX 1934 76,792 2.22 4.95 0.20 10.17

First Women’s Bank Chicago, IL 2021 171,814 0.81 5.42 1.52 13.11

（参考）全米平均 1.12 3.22 0.98 9.28

図図表表66　　WWoommeenn--OOwwnneedd  BBaannkkのの状状況況（（22002244年年））

（注）First Women’s Bankは州法銀行。そのほかは国法銀行。

（出所）OCCウェブサイトおよびFDICウェブサイトから筆者作成。

　　　行名のNBはNational Bank、NAはNational Associationの略。

　　　必ずしも設立年からWomen-Owned Bankに該当しているとは限らない。
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くは両方を満たした預金金融機関をいう。FDIC（連邦預金保険公社）によると、2024 年 12 月末に

151 存在し、うち 48％がアジアンあるいはパシフィックアイランダー・アメリカン、20％がヒスパニック・

アメリカン、15％がブラックあるいはアフリカ・アメリカンなどで、合計資産額は 3,660 億ドルである。 

FDIC では、Women-Owned Bank（定義は先のマイノリティを女性に置き換えたもの）を

Minority-Owned Bank にリストアップしていないが、国法銀行の監督機関である OCC（通貨監督

官庁）では 19 の Women-Owned Bank をリストアップしており、州法銀行にも 2021 年 7 月に新設

された銀行（First Women’s Bank）がある（図表 6）。また、Women-Owned Bank は財務省が所管

する Minority Bank Deposit Program （MBDP)の対象になっており、このプログラムは連邦政府

機関が Minority-Owned Bank に低利の預金を預け入れその運営を支援するものである。 

Women-Owned Bank には歴史のある銀行が多いが、ここでは（リーマンショック後は銀行の新設

が激減しているなかで）2020 年以降に設立された 2 つの銀行のうち、前述の First Women’s Bank

を取り上げる。同行は 2021 年にシカゴ市に設立された。ウェブサイトには、取締役（director）と管理

職（officer と staff）が顔写真入りで掲載されており、前者は 9 人中 5 人が女性で、後者は 7 人中 4

人が女性であるようだ（2025 年 1 月現在）。以下に同行のウェブサイト や CEO の

Markowitz(2025)に依拠しながら、筆者が要約して同行の取組みを記述する。 

 

First Women’s Bank は、男女間の融資格差を埋めるために戦略的に設立された、アメリカ唯一

の銀行である。女性のビジネスは、過去 20 年で全国平均の 2 倍の速度で成長し、スモールビジネス

の 42％を占めるが、伝統的な事業向貸出において件数で 16％、金額で 4％しか受けられていな

い。 

多くの女性は適切に商業金融と結びついていない。女性が起業するとき、そして時にはビジネスの

全期間を通じて、しばしば個人の信用ツールに過度に依存している。このアプローチは当面の資金

繰りを可能にするものの、限界もあり、将来的に銀行融資を受ける機会を失わせる可能性もある。その

対極にあるのは、女性が業績を上げて成長を続ける企業が、事業拡大の資金をエクイティファイナン

スばかりに頼っていることである。成長資金の調達に、融資の方が費用対効果が良いことがあるのに

しばしば気づいていない。First Women’s Bank の目標は、ビジネスの早い段階で女性とつながる

ことである。First Women’s Bank は彼女らに、融資を単なる最後の手段としてではなく、成長のため

の戦略的ツールとして考えるよう奨励している。 

Elevate Savings Account は、単なる貯蓄以上の使命を持っており、個人が高い金利を享受しな

がら、預ける資金が女性のビジネスを支援することになる。パートナー企業は無利子の預金を預ける
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ことで、銀行による女性ビジネスへの融資やサポートを支えている。また、アドバイザリーボードは中小

企業のリソース、サポート、インスピレーションのコミュニティを構築するのに役立ち、たとえば（多くのメ

ダルを獲得した陸上競技オリンピック選手であり、現在はシューズブランドの Saysh を経営する事業

家でもある）アリソン・フェリックスも戦略アドバイザーになっている28。 

女性が必要なツール、金融、サポートにアクセスすると、女性は成長し、他の人に影響を与え、コミ

ュニティを変革する。First Women’s Bank はこれを実現するために存在する。 

  

補補論論：：全全米米ベベンンチチャャーーキキャャピピタタルル協協会会（（NNVVCCAA））にによよるる調調査査ななどど  

NVCA がサポートする NPO の Venture Forward は、DEI にかかる調査をしている。以下は

2024 VC Human Capital Survey よるもので第 5 回目の調査（回答数は 250 社で回答率は

8.6％）である29。従業員等に占める女性の割合に加え、従業員等に占める人種別の女性の割合も掲

載しているが、前者については図表 7 のようになっている。 

  

また、先に述べた Women-Owned Bank のベンチャーキャピタル版とでもいうべき、女性

が設立し包摂的な投資を行うものも存在する（たとえば 360 Venture Collective30）。  

 
28 Grothaus(2022). 
29 https://nvca.org/vc-human-capital-survey/ 
30 https://www.360venturecollective.com/ 
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ⅤⅤ  リリレレーーシショョンンシシッッププババンンキキンンググのの進進化化  

 江上・山口（2024）では、金融機関のダイバーシティについて以下のように述べている。 

 「金融業界はとくに水平的成長31を重視してきた業界の一つです。・・・（中略）・・・水平的成長を重視

する組織がもつ価値観は、そのままコピーされて顧客向けの商品やサービスにも展開されます。・・・

（中略）・・・金融機関による融資先に対する審査基準は、自分たちの組織の中にある価値観が反映さ

れます。」（10 頁） 

社会が多様化していくなかで、その活動を支える地域金融機関のダイバーシティ、とくに法人の営

業や融資等の担当者のダイバーシティはたいへん重要である。女性行員が個人営業に配置される傾

向があり、融資業務の経験が得られにくい状況は、地域金融機関に限らず都市銀行でもみられるもの

だが32、リレバンを推進する地域金融機関にとっては、その改善は一層大切になる。地方から若年層

の女性が東京圏に転出しているなかで、地域金融機関のこのような男性偏重は、地方で人材を雇う

組織として、企業に資金供給をする立場からの両面で、転出の悪循環をもたらしているともいえるだろ

う。一方で単純に女性の数や比率が増えればよいというものでもない。Ⅱで言及した工業化社会での

昇進には女性や外国人は「日本人男性化」することが求められたが、そのようなことを繰り返してはな

らず、女性の活動が既存の価値観に集約されるのではなく、価値観を広げていくものでなければなら

ない。 

 アメリカの銀行システムは多産多死のシステムであり、顧客のニーズが満たされなければそれを満

たそうとする銀行が新設されることがあり、今回のテーマでは Women-Owned Bank を取り上げた。

リレバンのベースで述べれば、多人種なアメリカ社会において、それぞれのソフト情報の把握・評価を

組織的に行う Minority-Owned Bank が存在し、Women-Owned Bank はその女性版と考えられ

る。行数も限られ銀行全体のダイバーシティを表すものではなく、取組みの効果についてもさまざまな

見解もあるだろうが、Women-Owned Bank に預金をすることが女性のビジネス支援につながるユニ

ークで分かりやすい仕組みである。Minority Bank Deposit Program やパートナー企業からの無

利子預金などがこうした運営を支えている。 

アメリカの金融システムと日本のそれは異なるが、そこから理解できるのは、日本の地域金融機関

は、ダイバーシティを自らの組織の課題としてばかりでなく、取引先や地域社会に及ぼす影響を強く

 
31 著者によると「水平的成長」とは知識の量的拡大・スキルの質的向上を指し、「垂直的成長」とは人間としての「器」が

拡大し、認識の枠組みが変化することをいう。 
32 女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム（2024）を参照。 
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意識して直実に実行していくのが重要ということである。こうしたことを念頭に課題に向き合う地域金融

機関も存在する一方で33、取引先の経営者に男性が多いので、女性の営業や融資の担当者は必ず

しも必要ないと考えることもあるだろう。しかしながら、融資先が男性経営者に偏っていること自体が、

社会の多様化から、そして大きな地域課題からずれている。また、男性経営者の担当者が男性行員

に限定される必要もないだろう。 

リレバンは 2003 年に導入され現在に至るが、2016 年の『金融行政方針』では「アドバイスとファイ

ナンス」という表現が登場した。これは、十分な担保・保証のある先や高い信用力のある先に単に「フ

ァイナンス」をするのが地域金融機関の本分ではなく、事業性評価に基づく本業支援という「アドバイ

ス」によって、「金融排除」することなく、「ファイナンス」につなげていくことが必要だとのメッセージであ

り、リレバンの質的な転換と理解できる34。 

一方で、この間にも社会は変化し、ダイバーシティが重要な課題になってきた。金融ではクラウドフ

ァンディングが広がってきており、その背景にはさまざまな理由があるが、資金調達者と資金提供者が

性別などに関係なく多様に結びつき活動・支援できるのが大きな要因の 1 つと解釈できるだろう。アメ

リカの Women-Owned Bank のような仕組みが生まれない日本では、女性のビジネスにおいてクラ

ウドファンディングが重要な役割を担っていると考えられる。リレバンにはダイバーシティという観点は

直接的には含まれていないが、地域金融機関は、こうした変化を踏まえてあるいは変化に適合すべ

く、トラバン的な「ダイバーシティ推進融資」にとどまることなく、「日本版金融排除」を捉え直し、一段異

なる質的な向上（進化）への取組が求められる。 
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